
瀬戸市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正

する規則をここに公布する。  

令和３年１２月２４日 

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市規則第２６号 

瀬戸市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を  

改正する規則  

瀬戸市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則（令和元年瀬

戸市規則第１７号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （年次休暇以外の休暇）  （年次休暇以外の休暇） 

第５条 任命権者は、次の各号に掲げる場合に

は、会計年度任用職員（第９号及び第１０号に

掲げる場合にあっては、市長が定める会計年度

任用職員に限る。）に対して当該各号に定める

期間の有給の休暇を与えるものとする。 

第５条 任命権者は、次の各号に掲げる場合に

は、会計年度任用職員（第９号及び第１０号に

掲げる場合にあっては、市長が定める会計年度

任用職員に限る。）に対して当該各号に定める

期間の有給の休暇を与えるものとする。 

 ⑴から⑼まで ＜省略＞  ⑴から⑼まで ＜省略＞ 

 ⑽ 次に掲げる者（ウに掲げる者にあっては、

会計年度任用職員と同居しているものに限

る。）で負傷、疾病又は老齢により２週間以

上の期間にわたり日常生活を営むのに支障が

あるもの（以下この号並びに次項第２号及び

第３号において「要介護者」という。）の介

護その他の市長が定める世話を行う会計年度

任用職員が、当該世話を行うため勤務しない

ことが相当であると認められる場合 一の年

度において５日（要介護者が２人以上の場合

にあっては、１０日）（勤務日ごとの勤務時

 ⑽ 次に掲げる者（ウに掲げる者にあっては、

会計年度任用職員と同居しているものに限

る。）で負傷、疾病又は老齢により２週間以

上の期間にわたり日常生活を営むのに支障が

あるもの（以下この号並びに次項第４号及び

第５号において「要介護者」という。）の介

護その他の市長が定める世話を行う会計年度

任用職員が、当該世話を行うため勤務しない

ことが相当であると認められる場合 一の年

度において５日（要介護者が２人以上の場合

にあっては、１０日）（勤務日ごとの勤務時



間の時間数が同一でない会計年度任用職員に

あっては、その者の勤務時間を考慮し、市長

が定める時間）の範囲内の期間 

間の時間数が同一でない会計年度任用職員に

あっては、その者の勤務時間を考慮し、市長

が定める時間）の範囲内の期間 

  アからウまで ＜省略＞   アからウまで ＜省略＞ 

 ⑾ ＜省略＞  ⑾ ＜省略＞ 

 ⑿ 会計年度任用職員が不妊治療に係る通院等

のため勤務しないことが相当であると認めら

れる場合 一の年度において５日（当該通院

等が体外受精その他の市長が定める不妊治療

に係るものである場合にあっては、１０日）

（勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一でな

い会計年度任用職員にあっては、その者の勤

務時間を考慮し、市長の定める時間）の範囲

内の期間 

 

 ⒀ ６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４

週間）以内に出産する予定である女性の会計

年度任用職員が申し出た場合 出産の日まで

の申し出た期間 

 

 ⒁ 女性の会計年度任用職員が出産した場合 

出産の日の翌日から８週間を経過する日

までの期間 

 

 ⒂ 会計年度任用職員の妻（届出をしないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

次号において同じ。）が出産する場合で、会

計年度任用職員が妻の出産に伴い必要と認め

られる入院の付添い等のため勤務しないこと

が相当であると認められるとき 市長が定め

る期間内における２日（勤務日ごとの勤務時

間の時間数が同一でない会計年度任用職員に

あっては、その者の勤務時間を考慮し、市長

の定める時間）の範囲内の期間 

 

 ⒃ 会計年度任用職員の妻が出産する場合であ

って当該出産の日後８週間を経過する日まで

の期間にある場合において、当該出産に係る

 



子又は小学校（義務教育学校の前期課程及び

特別支援学校の小学部を含む。）就学の始期

に達するまでの子（妻の子を含む。）を養育

する会計年度任用職員が、これらの子の養育

のため勤務しないことが相当であると認めら

れるとき 当該期間内における５日（勤務日

ごとの勤務時間の時間数が同一でない会計年

度任用職員にあっては、その者の勤務時間を

考慮し、市長の定める時間）の範囲内の期間 

２ 任命権者は、次の各号に掲げる場合には、会

計年度任用職員（第２号、第３号及び第７号に

掲げる場合にあっては、市長が定める会計年度

任用職員に限る。）に対して当該各号に定める

期間の無給の休暇を与えるものとする。 

２ 任命権者は、次の各号に掲げる場合には、会

計年度任用職員（第４号、第５号及び第９号に

掲げる場合にあっては、市長が定める会計年度

任用職員に限る。）に対して当該各号に定める

期間の無給の休暇を与えるものとする。 

  ⑴ ６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４

週間）以内に出産する予定である女性の会計

年度任用職員が申し出た場合 出産の日まで

の申し出た期間 

  ⑵ 女性の会計年度任用職員が出産した場合 

 出産の日の翌日から８週間を経過する日ま

での期間（産後６週間を経過した女性の会計

年度任用職員が就業を申し出た場合において

医師が支障がないと認めた業務に就く期間を

除く。） 

 ⑴ ＜省略＞  ⑶ ＜省略＞ 

 ⑵ ＜省略＞  ⑷ ＜省略＞ 

 ⑶ ＜省略＞  ⑸ ＜省略＞ 

 ⑷ ＜省略＞  ⑹ ＜省略＞ 

 ⑸ ＜省略＞  ⑺ ＜省略＞ 

 ⑹ ＜省略＞  ⑻ ＜省略＞ 

 ⑺ ＜省略＞  ⑼ ＜省略＞ 

⑻ ＜省略＞ ⑽ ＜省略＞ 

３ 前２項の休暇（第１項第１３号及び第１４号

の休暇を除く。）については、市長が定めると

３ 前２項の休暇（前項第１号及び第２号の休暇

を除く。）については、市長が定めるところに



ころにより、任命権者の承認を受けなければな

らない。 

より、任命権者の承認を受けなければならな

い。 
  

附 則 

この規則は、令和４年１月１日から施行する。  

 

 

 

 

 


